











































































































































































































































































































































断される場合には，法定ルールから離脱する必要がある(il y a lieu d'y
deroger)と規定されている(｢2001年国王令｣第29条)。現実にこの規定がど
れほど機能するのかについては首を傾げざるを得ないけれども，ＥＵ第４
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号指令を最大限尊重するということを表明しているベルギーとしては，こ
うするよりほかないと言うべきである。
4－2　独自の評価ルール
　たとえば先に見た評価減などについては，法定ルールをそのまま適用せ
ざるを得ないけれども，多くの領域において，法律で許される範囲内での
選択ということを含めて，企業は自らの評価ルールを確定せざるを得ない。
ベルギーでは，規定の許容範囲が広いだけにそのことが強く意識されてお
り，評価ルールについては，「2001年国王令」第２章「評価ルール」の第
１節「一般原則」の冒頭に次のように規定して，ふさわしい評価ルールを
各企業が自ら決定すべきことを明記している。
　「各会社は，本章の規定を尊重しつつ，自らの特徴を考慮して，・・・
財産目録と，特に減価償却，評価減および危険・費用引当金の設定と調整
ならびに再評価を司るルールを決定する。」
これは「会計法」の成立当初から採られているベルギーの立場であって
（1976年の国王令第15条はほとんど同じ内容），これこそが，評価ルールを支
える第１の基本原則と考えられている。
　しかるに，そのように決定されたルールをそのまま適用したのでは真実
公正な概観を得られないような場合にはどうなるのであろうか。それにつ
いては，「方法の永続性」に関して触れたように，特定の状況が生まれた
場合には，評価方法を変更することこそが期待されている（「2001年国王令」
第30条第２項）。ただ，この条文は，前述の「法定ルール」の場合の離脱
規定とは違って，表現が「適応される」(sont adaptees)となっていて，微
妙な言い回しとなっている。
　条文を素直に解釈すれば，先の法定ルールについては，特定の状況に
の点は2-4を参照されたい）が新たに発生した場合に，採用している評価ル
ールを変更するというのではなくて，最初から企業の活動内容等のゆえに
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独自のルールを採用することこそ真実公正な概観を得る途であると考えら
れる場合には，法定ルールを尊重することさえ必要ないということであり，
一方の「永続性」との関連では，状況が大きく変化した場合にはやはりそ
の状況に応じて，企業が採用した評価ルールを変更することが求められる
と言っているように思える。その場合には，法定ルールから離れるという
のではなくて，法定ルールを含めて企業が採用しているルールを，法律が
許容している範囲内で変更することを予定しているものと解すべきであろ
う。その点で前述の離脱規定とは異なるものの，先に注26）で指摘した
ように，ここでは「変更できる」という解釈をすべきではないように思う。
ただし，果たして現実的にそのようなことが起こりうるものかどうか，大
いに注目されはするものの，正直のところ，可能性がほとんどない次元の
話であるような印象を受けるが，いかがなものであろうか。
　企業が採用する評価ルールについては，付属明細書において「採用され
た評価方法（の妥当性一筆者注）を判定するに足るだけ十分に正確」に要約
される必要がある（「2001年国王令」第28条第２項）。
　5.むすび
　（ベルギーの会計システムの出発点は財産の理論である48）」という表現
が端的に物語っているように，ベルギーの会計を特徴づけるもののひとつ
が，財産思考にあるように思える。だからと言って，「財政状態」という
ことに対する配慮を怠っているわけでもないので，大胆に評価してみれば，
すでにベルギーでは，1975年の［会計法］の成立以来，「資産・負債アプ
ローチ」を採っていたと言えなくもない。前述のように，資産評価に際し
て，企業にとっての「効用」を基礎にするという思考方法は，最近の資産
・負債アプローチに基づく諸基準の立場と変わらないように思えるからで
ある。
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　財産思考は，慎重性への強い配慮を意識して，資産の減価に対する徹底
的な対応となってあらわれており，償却性資産については「減価償却」の
延長上で絶えず「特別償却」が問題とされ，非償却性資産については，貸
倒引当金繰入を含めてすべて「評価減」というかたちで，資産価値減少の
認識・測定が行われる。
　しかるに，財産思考は，他方で，資産の再評価をも認めることになり，
「慎重性」を適用して範囲が限定されているとは申せ，わが国などとは比
べものにならないほど，積極的な対応がなされている。
　さらに，「真実公正な概観」の追求については，少なくとも規定の上で
は，大陸諸国の中ではとりわけ積極的である。それは，「真実公正な概観」
を備えるために，時に①法定の評価ルールから離脱することと，②年度間
での評価方法の変更を求めることにもなっている。
　このように，評価ルールひとつをとってみても，ベルギーは，ＥＵ第４
号指令を可能な限り忠実に取り入れて，会計に関するひとつのモデルとな
ろうとする意図が強く感じられるところであり，われわれがベルギーの会
計制度に注目している理由のひとつも，そういうところにあるのである。
　　（本稿は成城大学教員特別研究助成による研究成果の一部である。）
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